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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、ポリオール（Ａ）と、オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）と、発泡剤と、
シリコーン整泡剤とを含むレジンプレミックスと、ポリイソシアネートとを、ＮＣＯイン
デックス（前記ポリイソシアネート中のイソシアネート基の総数を、イソシアネート基と
反応する活性水素の総数で除した値）が０．８０～１．２０の範囲で接触させて軟質ポリ
ウレタンフォームを製造する方法であり、
　前記ポリオール（Ａ）が、前記オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）と異なる化合物であ
り、かつ、水酸基価が１５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上６４ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であるポリオキシ
アルキレンポリエーテルポリオールにビニルポリマー粒子を分散重合して得られ、かつ、
ポリオールとポリマーポリオールの使用量を１００としたときに、ポリマー微粒子の割合
が５～３０質量％であるポリマーポリオールを含み、
　前記オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）が、オキシエチレンをランダム重合またはブロ
ック重合して得られる構成成分を５０モル％以上の割合で含有し、分子量が１０００～６
０００の範囲にあり、１つ以上の水酸基を有し、水酸基価が２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２０
０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の範囲にあり、一級水酸基価率が２０％以上８０％以下であり、か
つ、ポリオール（Ａ）１００質量部に対して０．５質量部以上１０質量部以下の割合で用
いられ、
　前記発泡剤が、水であり、かつ、ポリオール（Ａ）１００質量部に対して、１．８～５
．０質量部の割合で用いられ、
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　前記ポリイソシアネートが、トルイレンジイソシアネートを全ポリイソシアネート中に
５０～１００重量％含有するポリイソシアネートであり、
　得られる軟質ポリウレタンフォームが、通気量が５ｃｃ/ｃｍ２/ｓｅｃ以上４５ｃｃ/
ｃｍ２/ｓｅｃ以下であり、ＦＴ－ＩＲで測定したスペクトルが１６４５ｃｍ－１を超え
て１６６０ｃｍ－１以下の範囲にピークを有し、軟質ポリウレタンフォーム脱型直後の５
０％圧縮時の抗力値が１３００Ｎ/３１４ｃｍ２以下であることを特徴とする軟質ポリウ
レタンフォームの製造方法（ただし、前記軟質ポリウレタンフォーム脱型直後の５０％圧
縮時の抗力値とは、軟質ポリウレタンフォームを脱型後３０秒から、直径２０ｃｍの円盤
を用いて２５０ｍｍ/ｍｉｎ.の速度で軟質ポリウレタンフォームを厚みの５０％まで圧縮
した時の抗力値である）。
【請求項２】
　前記ポリオール（Ａ）が、水酸基価が２６ｍｇＫＯＨ／ｇ以上６０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下
であるポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールを含むことを特徴とする請求項１に
記載の軟質ポリウレタンフォームの製造方法。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の製造方法から得られた軟質ポリウレタンフォーム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の技術分野】
本発明は、軟質ポリウレタンフォーム及びその製造方法に関する。さらに詳しくは、自動
車等車両用クッションとして優れた座り心地を与えるとともに、製造時の生産性が高めら
れた軟質ポリウレタンフォームおよびその製造方法に関する。
【０００２】
【発明の技術的背景】
軟質ポリウレタンフォーム（以下、単にフォームということがある）は、優れたクッショ
ン性により自動車等車両用クッション等を中心に幅広く使用されている。このシートクッ
ションは、座り心地の良いクッション感、適度な硬さ、反発弾性を有することが求められ
るとともに、自動車等の部材として用いる場合、軽量化の要請も大きくなっている。
【０００３】
さらに近年では、自動車等の車両が走行時に路面から受ける振動を防止、低減させるよう
な性能を有することが求められるようになっているが、軟質ポリウレタンフォームを用い
たシートクッションは、人体へ直接接触しているため、シートクッションの振動伝達特性
がそのまま人体への振動伝達となる。このため、シートクッションの振動伝達を低減して
、人体への振動伝達を低減、防止することが求められている。
【０００４】
一般的に軟質ポリウレタンフォームは、周波数１～５Ｈｚの領域で車両からの振動を増幅
し、５Ｈｚ以上で振動を減衰する効果を持っている。特に、軟質ポリウレタンフォームは
おおよそ３～４Ｈｚの振動領域において共振倍率を有していることから、人体への振動伝
達を低減するには、シートクッションの共振倍率の低減が必要である。
【０００５】
共振倍率を低減する手法としては、たとえば、軟質ポリウレタンフォームのセルサイズを
小さくする方法が挙げられる。セルサイズは、簡便にはフォームの通気量で表わすことが
可能であり、一般的にセルサイズが小さい軟質フォームは通気量が低くなるという関係に
ある。
ところで、車両用の軟質ポリウレタンフォームは、通常、モールド発泡と呼ばれる形成手
法が採用されている。モールド発泡では、ポリオール、助剤を混合した液体と、イソシア
ネートとを攪拌混合し、金型と呼ばれるシートの形状のついた容器に液体を投入、密閉、
硬化後の脱型という手順を踏んで軟質ポリウレタンフォームを成形している。
【０００６】
このような軟質ポリウレタンフォーム製品の生産においては、より簡便に生産ができるよ
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うに、脱型時の独立気泡セルを低減させた脱型しやすいものが求められている。
一般的にシートクッションをコールドキュアー法にて成形する場合、得られるフォームに
は独立気泡が多く残存し、そのまま放置しておけば収縮し、寸法安定性を維持することが
できないという問題があった。このため、通常、この独立気泡を機械的クラッシングによ
り連続気泡して、寸法安定性を維持する方法が採られていた。
【０００７】
しかし、独立気泡セルが残存しすぎたフォームでは、機械的クラッシング時にセル骨格が
破壊され、フォームが割れることがあるという問題があった。このため、整泡剤の活性を
低減し、脱型時のセルサイズを大きくすることにより独立気泡セルを低減し、機械的クラ
ッシング時のワレを防ぐことがなされている。
しかしながら、前述の通り、セルサイズが大きくなると、得られるフォームの通気量が高
くなり、その結果共振倍率が大きくなって、人体への振動伝達を低減させることができな
くなるという問題があった。
【０００８】
つまり、整泡剤の活性を強くすることによりセルサイズを小さくして通気量を低くすると
、独立気泡セルを低減することができず、生産性に悪い影響を与える。逆に、整泡剤の活
性を弱くして、脱型時のセルサイズを大きくすると、良好な通気量の軟質ポリウレタンフ
ォームを得ることができるが、通気量が高くなる結果、共振倍率が大きくなって、振動伝
達を低減できないという問題があった。
【０００９】
一方、特開平8-217844号公報、特開平8-231678号公報、特開平8-239445号公報、特開平8-
245746号公報には、機械的クラッシング作業を実施しないで生産可能な軟質ポリウレタン
フォームを得る方法として、破泡剤として特定のポリオキシエチレンポリオキシプロピレ
ンポリオールを用いることが記載されている。しかし、この発明においては特定のポリオ
ールを用いると、独立気泡を減少することが可能であると記載されているが、同時に通気
量を低減することができるかどうかに関しては何ら記載がなく、該方法では、振動伝達を
低減することができないという問題があった。
【００１０】
また、低通気量の軟質フォームの製造方法が、特願２００１－９３１１２号に記載されて
いるが、この方法を用いて製造された軟質ポリウレタンフォームは、脱型時の独立気泡残
存が多く、脱型やクラッシング時のワレ、脱型後の収縮等の課題が生じ、生産性において
なお改良点があった。
したがって、反発弾性、耐久性に優れるとともに、振動伝達を低減し、しかも生産性を向
上させるため、通気量が小さく、同時に、独立気泡セルが低減された軟質ポリウレタンフ
ォームおよびその製造方法の出現が望まれていた。
【００１１】
【発明の目的】
本発明は、上記のような従来技術に伴う問題を解決しようとするものであって、反発弾性
、耐久性に優れ、低密度であって、振動伝達を低減し、しかも生産性を向上させるため、
通気量が小さく、同時に、独立気泡セルが低減された軟質ポリウレタンフォームおよびそ
の製造方法を提供することを目的としている。
【００１２】
【発明の概要】
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームの製造方法は、少なくとも、ポリオール（Ａ）と
、オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）と、発泡剤と、シリコーン整泡剤と、ポリイソシア
ネートとを接触させて軟質ポリウレタンフォームを製造する方法であって、
前記ポリオール（Ａ）が、前記オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）と異なる化合物であり
、
前記オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）が、オキシエチレンをランダム重合またはブロッ
ク重合して得られる構成成分を４０モル％以上の割合で含有し、分子量が３００～３００
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００の範囲にあり、ポリオール（Ａ）１００質量部に対して０．５質量部以上２０質量部
以下の割合で用いられ、
得られる軟質ポリウレタンフォームが、通気量が５cc/cm2/sec以上４５cc/cm2/sec以下で
あり、FT-IRで測定したスペクトルが１６４５cm-1を超えて１６６０cm-1以下の範囲にピ
ークを有し、軟質ポリウレタンフォーム脱型直後の５０％圧縮時の抗力値が１３００N/31
4cm2以下であることを特徴としている。ただし、前記軟質ポリウレタンフォーム脱型直後
の５０％圧縮時の抗力値とは、軟質ポリウレタンフォームを脱型後３０秒から、直径２０
cmの円盤を用いて２５０mm/min.の速度で軟質ポリウレタンフォームを厚みの５０％まで
圧縮した時の抗力値である。
【００１３】
前記オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）は、１つ以上の水酸基を有し、水酸基価が２０mg
KOH/g以上５００mgKOH/g以下の範囲にあり、一級水酸基価率が２０％以上８０％以下であ
るアルコールであることが好ましい。
前記ポリイソシアネートは、トルイレンジイソシアネートを全ポリイソシアネート中に５
０～１００重量％含有するポリイソシアネートであることが好ましい。
【００１４】
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームは、通気量が５cc/cm2/sec以上４５cc/cm2/sec以
下であり、FT-IRで測定したスペクトルが１６４５cm-1を超えて１６６０cm-1以下の範囲
にピークを有する軟質ポリウレタンフォームであって、軟質ポリウレタンフォーム脱型直
後の５０％圧縮時の抗力値が１３００N/314cm2以下であることを特徴としている。ただし
、前記フォーム脱型直後の５０％圧縮時の抗力値とは、フォームを脱型後３０秒から、直
径２０cmの円盤を用いて２５０mm/min.の速度で軟質ポリウレタンフォームを厚みの５０
％まで圧縮した時の抗力値である。
【００１５】
【発明の具体的説明】
以下、本発明について具体的に説明する。
［軟質ポリウレタンフォーム］
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームは、反発弾性、耐久性等に優れ、特定の低通気量
と、特定の低減化された独立気泡セルを有する軟質ポリウレタンフォームである。
【００１６】
なお、独立気泡セルの残り具合は「独泡性」と称されており、様々な方法で測定すること
ができる。この独泡性を測定する手法の一つとして下記の方法が、好ましく採用されてお
り、本明細書においても、独泡性の評価を該手法によることとした。
▲１▼硬化後、金型より取り出した軟質フォームを硬度測定器に静置する。
▲２▼脱型から30秒後、直径20cmの円盤を用い、250mm/min.の速度で軟質ポリウレタンフ
ォームを押し込む。
▲３▼軟質ポリウレタンフォームの厚みを５０％圧縮した時点での抗力値を測定する。
【００１７】
このときの軟質ポリウレタンフォームの厚みは特に限定されないが、好ましくは94～100m
mで測定することが望ましい。
この測定方法は、「Force-to-crush」と呼ばれる方法とほぼ同様の測定方法であり、たと
えば、J. D. Tobias, Polyurethanes Expo '98, September, 1998, p445にその測定方法
が記載されている。このような「Force-to-crush」法は、本発明で採用している「フォー
ム脱型直後の50%圧縮時の抗力値」と同様の指標である。
【００１８】
本発明の軟質ポリウレタンフォームは、前記通気量は、５cc/cm2/sec以上４５cc/cm2/sec
以下、好ましくは１０cc/cm2/sec以上４０cc/cm2/sec以下、さらに好ましくは１５cc/cm2

/sec以上３５cc/cm2/sec以下であることが望ましい。
通気量が、上記範囲内にあると、良好な共振倍率を示し、乗り心地性が向上する。
【００１９】
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また、本発明に係る軟質ポリウレタンフォームは、フォーム脱型直後の50%圧縮抗力値が
、１３００N/314cm2以下、好ましくは２００N/314cm2～１２００N/314cm2、さらに好まし
くは３００N/314cm2～１１００N/314cm2であることが望ましい。
さらに、本発明に係る軟質ポリウレタンフォームの共振倍率は、好ましくは３．２倍以下
、さらに好ましくは２．８倍以下であることが望ましい。
【００２０】
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームの湿熱圧縮永久歪（以下、「ＷＳ」という場合が
ある）は、好ましくは１５％以下、さらに好ましくは３％以上１４％以下、特に好ましく
は５％以上１３％以下であることが望ましい。湿熱圧縮永久歪がこのような範囲にあると
、優れた耐久性を有する軟質ポリウレタンフォームとすることができる。
【００２１】
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームの反発弾性は、好ましくは５０以上７８以下、さ
らに好ましくは５５以上７５以下、特に好ましくは５８以上７３以下であることが望まし
い。反発弾性が上記範囲にあると、快適な座り心地を有する軟質ポリウレタンフォームと
することができる。
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームの伸び率は、好ましくは１００％以上３００％以
下、さらに好ましくは１０５％以上２５０％以下、特に好ましくは１１０％以上２２０％
以下であることが望ましい。
【００２２】
本発明による軟質ポリウレタンフォームのコア密度は、反発弾性が６５％未満の場合は好
ましくは４７kg/m3以上、さらに好ましくは５０kg/m3以上、特に好ましくは５２kg/m3以
上であることが望ましい。反発弾性が６５％以上の場合は、コア密度は、好ましくは４３
kg/m3以上、さらに好ましくは４５kg/m3以上、特に好ましくは４７kg/m3以上であること
が望ましい。密度が上記範囲にあると、快適な座り心地を有する軟質ポリウレタンフォー
ムとすることができる。
【００２３】
このような軟質ポリウレタンフォームは、コールドキュアモールドフォーム法により製造
する場合は、軟質ポリウレタンフォームをFT-IRで測定したスペクトルが１６４５cm-1を
超えて１６６０cm-1以下の範囲内にピークを有している。
以下に、本発明に係るこのような軟質ポリウレタンフォームの原料、製造方法について説
明する。
【００２４】
［ポリオール（Ａ）］
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームを製造するに際し、ポリイソシアネートと反応さ
せるポリオールとしては、特定のポリオキシアルキレンポリエーテルポリオール、または
特定のポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールから得られるポリマーポリオールで
ある。
【００２５】
ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオール
本発明で用いられるポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールは、アルキレンオキシ
ドを開環重合させて得られたオリゴマーないし重合物であり、後述するように製造方法に
応じ、特定の水酸基価を有するポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールが用られる
。このようなポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールは、通常は触媒存在下に、活
性水素化合物を開始剤としてアルキレンオキシドを開環重合させて得られる。
【００２６】
なお、ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールは、「ポリオキシアルキレンポリオ
ール」と呼称されることもある。
コールドキュアモールドフォーム法により軟質ポリウレタンフォームを製造する場合、す
なわち、FT-IRで測定したスペクトルが１６４５cm-1を超えて１６６０cm-1以下の範囲内
にピークを有する軟質ポリウレタンフォームを得る場合、ポリオキシアルキレンポリエー
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テルポリオールの水酸基価は２０ｍｇKOH／ｇ以上８０ｍｇKOH/g以下、好ましくは２４ｍ
ｇKOH／ｇ以上７０ｍｇKOH/g以下、さらに好ましくは２６ｍｇKOH／ｇ以上６０ｍｇKOH/g
以下であることが望ましい。
【００２７】
コールドキュアモールドフォーム法で用いるポリオキシアルキレンポリエーテルポリオー
ルの水酸基価がこのような範囲にあると、反発弾性、耐久性に優れ、低密度な軟質ポリウ
レタンフォームを製造することができる。
このようなポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールは、総不飽和度が、好ましくは
０．０６０ｍｅｑ／ｇ以下、さらに好ましくは０．０４５ｍｅｑ／ｇ以下、特に好ましく
は０．０２５ｍｅｑ／ｇ以下であることが望ましい。
【００２８】
総不飽和度が上記範囲にあると、モノオール含有量が低くなるので、耐久性の高いポリウ
レタンフォームを得ることができる。
これらポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールは、１種単独で、あるいは２種以上
を組み合わせて用いることができる。
また、ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールの製造に際し、開始剤やアルキレン
オキシドはそれぞれ単独でも複数併用してもよい。
【００２９】
なお、本発明の主旨に反しない限り、ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールは、
他のアルコール類等の活性水素化合物を含有してもよい。このような活性水素化合物とし
ては、たとえば、エチレングリコール、プロピレングリコール等の２価アルコール類、グ
リセリン、トリメチロールプロパン等の３価アルコール類、ペンタエリスリトール、ジグ
リセリン等の４価アルコール類などが挙げられる。
【００３０】
（ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオール製造用活性水素化合物）
ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールの製造に際し、開始剤として用いられる活
性水素化合物としては、酸素原子上に活性水素原子を有する活性水素化合物、窒素原子上
に活性水素原子を有する活性水素化合物などが挙げられる。
活性水素化合物のうち、酸素原子上に活性水素原子を有する活性水素化合物としては、た
とえば、水、炭素原子数1～20のカルボン酸、炭素原子数2～20の2～6のカルボキシル基を
有する多価カルボン酸類、カルバミン酸類、炭素原子数1～20のアルコール類、炭素原子
数2～20の2～8の水酸基を有する多価アルコール類、糖類またはその誘導体、炭素原子数6
～20の1～3の水酸基を有する芳香族化合物類、2～8の末端を有しその末端に1乃至8の水酸
基を有するポリアルキレンオキシド類等が挙げられる。
【００３１】
炭素原子数1～20のカルボン酸としては、たとえば、蟻酸、酢酸、プロピオン酸、イソ酪
酸、ラウリン酸、ステアリン酸、オレイン酸、フェニル酢酸、ジヒドロ桂皮酸またはシク
ロヘキサンカルボン酸、安息香酸、パラメチル安息香酸または2-カルボキシヒドロフタレ
ン酸が挙げられる。
炭素原子数2～20の2～6のカルボキシル基を有する多価カルボン酸類としては、たとえば
、蓚酸、マロン酸、こはく酸、マレイン酸、フマル酸、アジピン酸、イタコン酸、ブタン
テトラカルボン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、トリメリット酸またはピロ
メリット酸等が挙げられる。
【００３２】
カルバミン酸類としては、たとえば、N,N-ジエチルカルバミン酸、N-カルボキシピロリド
ン、N-カルボキシアニリンまたはN,N'-ジカルボキシ-2,4-トルエンジアミン等が挙げられ
る。
炭素原子数1～20のアルコール類としては、たとえば、メタノール、エタノール、ノルマ
ル-プロパノール、イソ-プロパノール、ノルマル-ブチルアルコール、sec-ブチルアルコ
ール、tert-ブチルアルコール、イソ-ペンチルアルコール、tert-ペンチルアルコール、
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ノルマル-オクチルアルコール、ラウリルアルコール、セチルアルコール、シクロペンタ
ノール、シクロヘキサノール、アリルアルコール、クロチルアルコール、メチルビニルカ
ルビノール、ベンジルアルコール、1-フェニルエチルアルコール、トリフェニルカルビノ
ール、またはシンナミルアルコール等が挙げられる。
【００３３】
炭素原子数2～20の2～8の水酸基を有する多価アルコール類としては、たとえば、エチレ
ングリコール、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール
、1,3-プロパンジオール、1,3-ブタンジオール、1,4-ブタンジオール、1,6-ヘキサンジオ
ール、1,4-シクロヘキサンジオール、トリメチロールプロパン、グリセリン、ジグリセリ
ン、ペンタエリスリトールまたはジペンタエリスリトール等が挙げられる。
【００３４】
糖類またはその誘導体としては、たとえば、グルコース、ソルビトール、デキストロース
、フラクトースまたはシュークロース等が挙げられる。
炭素原子数6～20の1～3の水酸基を有する芳香族化合物類としてはたとえば、フェノール
、2-ナフトール、2,6-ジヒドロキシナフタレンまたはビスフェノールA等が挙げられる。
【００３５】
末端に1～8の水酸基を有するポリアルキレンオキシド類としては、たとえば、ポリエチレ
ンオキシド、ポリプロピレンオキシドまたはそれらのコポリマー等が挙げられる。
また本発明の方法における活性水素化合物のうち、窒素原子上に活性水素原子を有する活
性水素化合物としては、たとえば、炭素原子数1～20の脂肪族または芳香族一級アミン類
、炭素原子数2～20の脂肪族または芳香族二級アミン類、炭素原子数2～20の2～3個の一級
もしくは二級アミノ基を有する多価アミン類、炭素原子数4～20の飽和環状二級アミン類
、炭素原子数4～20の不飽和環状二級アミン類、炭素原子数4～20の2～3の二級アミノ基を
含む環状の多価アミン類、炭素原子数2～20の無置換またはN-一置換の酸アミド類、5～7
員環の環状アミド類、炭素原子数4～10のジカルボン酸のイミド類等が挙げられる。
【００３６】
炭素原子数1～20の脂肪族または芳香族一級アミン類としては、たとえば、メチルアミン
、エチルアミン、ノルマル-プロピルアミン、イソプロピルアミン、ノルマル-ブチルアミ
ン、イソブチルアミン、sec-ブチルアミン、tert-ブチルアミン、シクロヘキシルアミン
、ベンジルアミン、β-フェニルエチルアミン、アニリン、o-トルイジン、m-トルイジン
またはp-トルイジン等が挙げられる。
【００３７】
炭素原子数2～20の脂肪族または芳香族二級アミン類としては、たとえば、ジメチルアミ
ン、メチルエチルアミン、ジエチルアミン、ジ-ノルマル-プロピルアミン、エチル-ノル
マル-ブチルアミン、メチル-sec-ブチルアミン、ジペンチルアミン、ジシクロヘキシルア
ミン、n-メチルアニリンまたはジフェニルアミン等が挙げられる。
【００３８】
炭素原子数2～20の2～3の一級もしくは二級アミノ基を有する多価アミン類としては、た
とえば、エチレンジアミン、ジ（2-アミノエチル）アミン、ヘキサメチレンジアミン、4,
4'-ジアミノジフェニルメタン、トリ（2-アミノエチル）アミン、N,N'-ジメチルエチレン
ジアミン、N,N'-ジエチルエチレンジアミンまたはジ（2-メチルアミノエチル）アミン等
が挙げられる。
【００３９】
炭素原子数4～20の飽和環状二級アミン類としては、たとえば、ピロリジン、ピペリジン
、モルホリンまたは1,2,3,4-テトラヒドロキノリン等が挙げられる。
炭素原子数4～20の不飽和環状二級アミン類としては、たとえば、3-ピロリン、ピロール
、インドール、カルバゾール、イミダゾール、ピラゾールまたはプリン等が挙げられる。
【００４０】
炭素原子数4～20の2～3の二級アミノ基を含む環状の多価アミン類としては、たとえば、
ピペラジン、ピラジンまたは1,4,7-トリアザシクロノナン等が挙げられる。
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炭素原子数2～20の無置換またはN-一置換の酸アミド類としては、たとえば、アセトアミ
ド、プロピオンアミド、N-メチルプロピオンアミド、N-メチル安息香酸アミドまたはN-エ
チルステアリン酸アミド等が挙げられる。
【００４１】
5～7員環の環状アミド類としては、たとえば、2-ピロリドンまたはε-カプロラクタム等
が挙げられる。
炭素原子数4～10のジカルボン酸のイミド類としては、たとえば、こはく酸イミド、マレ
イン酸イミドまたはフタルイミド等が挙げられる。
これらの活性水素化合物のうち、ホットキュアモールドフォーム法により本発明に係る軟
質ポリウレタンフォームを製造する場合は、好ましくは、炭素原子数が２～２０で、２～
８個の水酸基を有する多価アルコール類が挙げられ、より好ましくは、エチレングリコー
ル、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、グリセリ
ン、ジグリセリン、ペンタエリスリトールなどが挙げられる。
【００４２】
また、これらの活性水素化合物のうち、コールドキュアモールドフォーム法により軟質ポ
リウレタンフォームを製造する場合は、好ましくは、、炭素原子数が２～２０で、２～８
個の水酸基を有する多価アルコール類が挙げられ、より好ましくは、エチレングリコール
、プロピレングリコール、ジエチレングリコール、ジプロピレングリコール、グリセリン
、ジグリセリン、ペンタエリスリトールなどが挙げられる。
【００４３】
（アルキレンオキシド化合物）
本発明で用いられるポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールを製造する際に使用さ
れるアルキレンオキシド化合物としては、たとえば、エチレンオキシド、プロピレンオキ
シド、1,2-ブチレンオキシド、2,3-ブチレンオキシド、スチレンオキシド、シクロヘキセ
ンオキシド、エピクロロヒドリン、エピブロモヒドリン、メチルグリシジルエーテル、ア
リルグリシジルエーテルまたはフェニルグリシジルエーテル等のエポキシ化合物が挙げら
れる。これらのアルキレンオキシド化合物のうち、エチレンオキシド、プロピレンオキシ
ド、1,2-ブチレンオキシドまたはスチレンオキシドが好ましく、エチレンオキシド、プロ
ピレンオキシドがさらに好ましい。
【００４４】
これらの化合物は、１種単独で使用してもよいし、また２種以上を併用してもよい。これ
らの化合物を併用する場合には、複数のアルキレンオキシド化合物を同時に併用する方法
、順次に併用する方法、または順次を繰り返して行なう方法などがとり得る。
このようなポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールは、エチレンオキシドから導か
れる構成単位の含有量（全オキシエチレン基含量）が、ポリオキシアルキレンポリエーテ
ルポリオールを構成しているアルキレンオキシドから導かれる構成単位総量１００質量％
に対して、好ましくは５質量％以上３０質量％以下、さらに好ましくは１０質量％以上２
０質量％以下であることが望ましい。
【００４５】
ポリマーポリオール
本発明で用いられるポリマーポリオールは、前記ポリオキシアルキレンポリエーテルポリ
オールから得られるポリマーポリオールである。具体的には、コールドキュアモールドフ
ォーム法により軟質ポリウレタンフォームを製造する場合は、水酸基価が１５ｍｇKOH／
ｇ以上６４ｍｇKOH/g以下であり、総不飽和度が、好ましくは０．０６０ｍｅｑ／ｇ以下
であるようなポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールから得られるポリマーポリオ
ールである。
【００４６】
なお、本発明において、ポリマーポリオール（以下、「ポリマー分散ポリオール」という
ことがある）とは、アクリロニトリルやスチレン等の不飽和結合を有する化合物にアゾビ
スイソブチロニトリル等のラジカル開始剤を用いて、ポリオール中で分散重合させて得ら
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れたビニルポリマー粒子（以下、単に、「ポリマー微粒子」ということがある）の分散体
をいう。
【００４７】
このビニルポリマー粒子は、不飽和結合を有する化合物の単独重合体からなるビニルポリ
マー粒子でもよいが、本発明では、分散重合時に、アクリロニトリル等の不飽和結合を有
する化合物の少なくとも一部が分散媒であるポリオールにグラフト化することが好ましい
。このように、本発明では、ポリオールは、非反応溶媒で使用されることもあれば、反応
溶媒として使用されることもある。
【００４８】
本発明でポリマー分散ポリオールを使用する場合、ポリオールとポリマーポリオールの使
用量を１００としたとき、ポリマー微粒子の割合（「ビニルポリマー含量」ということが
ある。）は、好ましくは５～３０質量％、さらに好ましくは５～２０質量％であることが
望ましい。
なお、前記不飽和結合を有する化合物とは、分子中に不飽和結合を有する化合物であり、
たとえばアクリロニトリル、スチレン、アクリルアミドなどが挙げられる。これらの不飽
和結合を有する化合物は、一種単独で、あるいは２種以上を混合して用いることができる
。本発明では、不飽和結合を有する化合物を２種以上混合して用いることが好ましい。
【００４９】
また、ポリマー分散ポリオールを製造する際に、不飽和結合を有する化合物の他に、分散
安定化剤や連鎖移動剤等を併用してもよい。
［オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）］
本発明で用いられるオキシエチレン基含有化合物（Ｂ）は、分子中にオキシエチレンをラ
ンダム重合またはブロック重合して得られるオキシエチレン基骨格を有する分子量300～3
0000、好ましくは500～10000、さらに好ましくは1000～6000の化合物であり、オキシエチ
レン基含有化合物中に前記オキシエチレン基を４０モル％以上、好ましくは５０モル％以
上含有していることが望ましい。オキシエチレン基以外の構造は任意のものでも良いが、
好ましくはポリオキシプロピレン基が望ましい。また、オキシエチレン基含有化合物（Ｂ
）は、１つ以上の水酸基を有するアルコールであることが好ましく、分子末端に水酸基を
有していることが望ましく、更に好ましくは、官能基数が２以上であることが望ましい。
【００５０】
水酸基を有している場合、水酸基価が好ましくは20mgKOH/g以上500mgKOH/g以下、さらに
好ましくは水酸基価30mgKOH/g以上250mgKOH/g以下、特に好ましくは４０mgKOH/g以上２０
０mgKOH/g以下であり、オキシエチレンを40モル%以上、さらに好ましくは50モル%以上の
割合でランダムもしくはブロック付加重合させたものであり、一級水酸基価率が好ましく
は20%以上80%以下、さらに好ましくは40%以上80%以下であるポリオールであることが望ま
しい。
【００５１】
前記水酸基価、オキシエチレン基含量、一級水酸基率のオキシエチレン基含有化合物（Ｂ
）を用いることにより、通気量が小さく、独立気泡セルが低減された軟質ポリウレタンフ
ォームを得ることができる。特に、水酸基価および一級水酸基価率を上記範囲にすると、
通気量の小さい振動伝達のより改良された軟質ポリウレタンフォームを得ることができる
。
【００５２】
このようなオキシエチレン基含有化合物（Ｂ）は、前記ポリオール（Ａ）１００質量部に
対して、０．５質量部以上２０質量部以下、好ましくは１質量部以上１０質量部以下の量
を用いることが望ましい。
［発泡剤］
本発明で用いられる発泡剤としては、物理発泡剤として、地球環境保護の目的で開発され
たクロロフルオロカーボン類や、ヒドロキシクロロフルオロカーボン類（HCFC-134a等）
、炭化水素類（シクロペンタン等）、炭酸ガス、液化炭酸ガス、その他の発泡剤が、発泡
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助剤として単独または水と併用して使用することができる。
【００５３】
このうち、地球環境への負荷の面、および添加量を少量変えることで軟質ポリウレタンモ
ールドフォームの密度を大きく変えることができるという面から、好ましくは炭酸ガス、
液化炭酸ガスが挙げられ、さらに好ましくは液化炭酸ガスが挙げられる。
このような物理発泡剤は、前記ポリオール（Ａ）100質量部に対して、好ましくは０．１
～４．０質量部、さらに好ましくは０．５～３．０質量部の量を用いることが望ましい。
発泡剤の量が０．１質量部未満であると発泡が安定しにくくなることがあり、発泡剤の量
が４．０質量部より多いと、発泡が有効に行われないことがある。
【００５４】
また、コールドキュアモールドフォーム法の場合、発泡剤として、水を好ましく用いるこ
とができ、通常使用される水量は、ポリオール（Ａ）１００質量部に対して、好ましくは
１．８～５．０質量部、さらに好ましくは２．０～４．０質量部の量であることが望まし
い。発泡剤としての水の量が１．８質量部未満であると発泡が安定しないことがあり、発
泡剤の量が５．０質量部より多いと、発泡が有効に行われないことがある。
【００５５】
[シリコーン整泡剤]
本発明で用いられるシリコーン整泡剤としては、通常用いられる有機ケイ素系界面活性剤
を使用することができる。
たとえば、東レ・ダウコーニング・シリコーン社製のＳＲＸ－２７４Ｃ、ＳＦ－２９６９
、ＳＦ－２９６１、ＳＦ－２９６２，Ｙ-１０５１５（以上、商品名）や、日本ユニカー
社製のＬ－５３０９、Ｌ－３６０１、Ｌ－５３０７、Ｌ－３６００、Ｌ－５３６６（以上
、商品名）、エアプダクツ・アンド・ケミカルズ社製のＤＣ5164、ＤＣ5043、ＤＣ5169、
ＤＣ2583、ＤＣ2585（以上、商品名）、ゴールドシュミット社製のＢ8719、Ｂ8724、Ｂ87
27、Ｂ8715、Ｂ8726、Ｂ4113（以上、商品名）などを好ましく用いることができる。
【００５６】
これらのうちでは、さらに好ましくはＳＦ－２９６１、ＳＦ－２９６２、Ｌ－５３０９、
Ｌ－５３６６、ＤＣ5164、ＤＣ5043、ＤＣ5169、Ｂ8719、Ｂ8724、Ｂ8727等の活性の強い
触媒を使用することが望ましい。
シリコーン整泡剤の使用量は、ポリオール（Ａ）１００質量部に対して、０．１～１０質
量部、好ましくは０．５～５質量部，さらに好ましくは１．５～５質量部の量であること
が望ましい。
【００５７】
[ポリイソシアネート]
本発明に係る前記ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールなどのポリオールと反応
させるポリイソシアネートは特に限定されないが、従来公知のトルイレンジイソシアネー
ト（2,4-体や2,6-体等の異性体比率は特に限定されないが、2,4-体/2,6-体が80/20の比率
のものが好ましく使用される。）や、トルイレンジイソシアネートとポリメチレンポリフ
ェニルポリイソシアネート（たとえば三井武田ケミカル社製コスモネートM-200）等の混
合物が好ましく用いられる。
【００５８】
またポリメチレンポリフェニルポリイソシアネートの組成物であるポリイソシアネートま
たはそのウレタン変性体とトリレンジイソシアネートの混合物も好ましく使用できる。
コールドキュアモールドフォーム法により軟質ポリウレタンフォームを製造する場合は、
トルイレンジイソシアネート単体またはトルイレンジイソシアネートとポリメチレンポリ
フェニルポリイソシアネートとの混合物などを好ましく用いることができる。
【００５９】
前記コールドキュアモールドフォーム法において、ポリイソシアネートがトルイレンジイ
ソシアネートと他のポリイソシアネートとの混合系の場合は、トルイレンジイソシアネー
トを好ましくは５０～１００質量％、さらに好ましくは６０～９０質量％、特に好ましく
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は６５～８５質量％の量で含有することが望ましい。
【００６０】
トルイレンジイソシアネートの含有量が上記範囲にあると、フォームの耐久性と機械強度
のバランスの点から好ましい。
このようなポリイソシアネート中のイソシアネート基の総数は、ポリオキシアルキレンポ
リエーテルポリオールの水酸基や架橋剤等のアミノ基、水等のイソシアネート基と反応す
る活性水素の総数で除した値をNCOインデックスとする。すなわち、イソシアネート基と
反応する活性水素数とポリイソシアネート中のイソシアネート基が化学量論的に等しい場
合に、そのNCOインデックスは1.0となる。本発明では、NCOインデックスは、好ましくは
０．７０～１．３０、さらに好ましくは０．８０～１．２０の範囲にあることが望ましい
。
【００６１】
［触　媒］
本発明では、軟質ポリウレタンフォームの製造に際して触媒を添加することができる。触
媒としては、従来公知の触媒が使用でき、特に制限は無いが、たとえば、トリエチレンジ
アミン、ビス－（２－ジメチルアミノエチルエーテル）などを好ましく用いることができ
る。
【００６２】
これらの触媒は、単独で、あるいは２種以上組み合わせて使用することができる。
触媒の使用量は、ポリオール（Ａ）１００質量部に対して、０．１～１０質量部であるこ
とが好ましい。
［その他の添加剤］
本発明においては、架橋剤などのその他添加剤を、本発明の目的を損なわない範囲で用い
ることができる。
【００６３】
（架橋剤）
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームの製造方法においては、架橋剤を使用することが
好ましい。架橋剤を使用する場合には、好ましくは水酸基価が２００～１８００ｍｇKOH
／ｇである化合物が架橋剤として用いられる。
このような架橋剤としては、たとえばグリセリン等の脂肪族多価アルコール類；ジエタノ
ールアミン、トリエタノールアミン等のアルカノールアミン類などが挙げられる。
【００６４】
また、水酸基価が２００～１８００ｍｇKOH／ｇであるポリオキシアルキレンポリエーテ
ルポリオールも架橋剤として用いることができ、さらに、従来公知の架橋剤も用いること
ができる。このような架橋剤を使用する場合は、前記ポリオキシアルキレンポリエーテル
ポリオールおよび／または前記ポリマーポリオールの総量１００質量部に対して、０．５
～１０質量部の量を用いることが好ましい。
【００６５】
［軟質ポリウレタンフォームの製造方法］
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームの製造方法は、前記ポリオキシアルキレンポリエ
ーテルポリオールまたは前記ポリマーポリオール等を用いて、公知のコールドキュアモー
ルドフォーム法によればよく、特に限定されないが、通常レジンプレミックスとポリイソ
シアナートを高圧発泡機や低圧発泡機等を用いて混合する方法が好ましい。
【００６６】
なお、レジンプレミックスとは、前記ポリオキシアルキレンポリエーテルポリオールまた
は前記ポリマーポリオール、必要に応じて発泡剤、架橋剤、整泡剤、触媒を混合したもの
であり、さらに、レジンプレミックスにはその他助剤として難燃剤、顔料、紫外線吸収剤
、酸化防止剤等も必要に応じて添加することができる。
【００６７】
たとえば、本発明に係るポリオール、発泡剤、架橋剤、整泡剤、触媒、その他の添加剤を
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あらかじめ混合してレジンプレミックスとした後、該レジンプレミックストポリイソシア
ネートとを所定の比率で混合し、金型に注入して反応及び発泡、硬化させて一定形状の目
的物を得ることができる。硬化時間は通常３０秒～３０分であり、型温は室温から８０℃
程度であり、硬化温度は、室温から１５０℃程度であることが好ましく、本発明の目的・
効果を損なわない範囲で硬化後８０～１８０℃の範囲で硬化物を加熱してもよい。
【００６８】
レジンプレミックスは、通常高圧発泡機または低圧発泡機でポリイソシアナートと混合さ
れるが、有機スズ触媒のように加水分解性を示す化合物を触媒として使用する場合、水と
の接触を避けるため水成分と有機スズ触媒成分とを別系とし、発泡機の混合ヘッドで混合
することが好ましい。
コールドキュアにて成形した軟質ポリウレタンフォームの場合、脱型時に独立気泡を有し
ており、独泡性が残っている。この独立気泡が数多く残っている場合、脱型時、クラッシ
ング時のワレやクラッシング残りにつながることがある。
【００６９】
通気量を低くしようとして活性の強い整泡剤を多量に用いた場合、脱型時の独立気泡の残
りが多く、脱型後の50%圧縮抗力値が大きく、クラッシングワレや、クラッシング残りと
なる。
このため、通気量を低くしようとして活性の低い整泡剤を用いた場合、脱型時の独立気泡
の残りが少なく、脱型後の50%圧縮抗力値が小さくなり、クラッシングワレは生じないが
、通気量が大きくなり、目的の物性を有する軟質ポリウレタンフォームを得ることができ
ない場合がる。
【００７０】
このため、本発明では、オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）を0.5～10質量部用いること
により、軟質ポリウレタンフォームの通気量が５cc/cm2/sec乃至４５cc/ cm2/secであり
、脱型時の50％圧縮抗力値が１２００N/314cm2以下であり、　FT-IRで測定したスペクト
ルが１６４５cm-1を超えて１６６０cm-1以下の範囲内にピークを有する軟質ポリウレタン
フォームを製造することができる。
【００７１】
［用途］
本発明に係る軟質ポリウレタンフォームは、適度な反発弾性、振動吸収性、耐久性を有す
るとともに、振動伝達が低減されていることから、自動車等車両のシートクッションに好
適である。また、本発明に係る軟質ポリウレタンフォームの製造方法によれば、生産性が
向上されながら、前記の優れた性質を有する軟質ポリウレタンフォームを製造できる。
【００７２】
なお、本発明に係る全密度、フォームの硬度、湿熱圧縮永久歪み、伸び率、水酸基価、反
発弾性、総不飽和度、通気量、振動試験は下記の方法により測定したものである。
全密度/コア密度：JIS K-6400記載の方法により測定を実施した。JIS規格での見かけ密度
を指す。本発明では、全密度は表皮スキンありの直方体フォームサンプルを用いて測定を
行った。また、コア密度の測定は、フォームサンプルから表皮を取り去り、直方体フォー
ムサンプルを調製して行った。
フォームの硬度（実施例の表中、「２５％ＩＬＤ」と略記する）：JIS K-6400記載のA法
により測定を実施した。フォームの厚みは９４mmないし１００mmのものを使用した。
反発弾性：JIS K-6400記載の方法により測定を実施した。
湿熱圧縮永久歪み（実施例の表中、「ＷＳ」と略記する）：JIS K-6400記載の方法により
測定を実施した。測定に際しては、成形した軟質ポリウレタンフォームのコア部を５０×
５０×２５mm切り抜き使用した。試験片を５０％の厚みまで圧縮し、平行平面板に挟み、
５０℃、相対湿度９５％の条件下、２２時間放置した。試験片を取り出して３０分後、そ
の厚みを測定し、試験前の値と比較して歪み率を測定した。
伸び率：JIS K-6400記載の方法により測定を実施した。
水酸基価（ＯＨｖ）：JIS K-1557記載の方法により測定を実施した。
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総不飽和度：JIS K-1557記載の方法により測定を実施した。
ヘッド・トゥー・テイル結合選択率：日本電子製４００MHz、13Ｃ－核磁気共鳴（NMR）装
置を用い、重クロロホルムを溶媒として使用し、ポリオキシアルキレンポリオールの13Ｃ
－NMRスペクトルを測定し、ヘッド・トゥー・テイル（Head-to-Tail）結合のオキシプロ
ピレンセグメントのメチル基のシグナル（16.9～17.4ppm）とヘッド・トゥ・ヘッド（Hea
d-to-Head）結合のオキシプロピレンセグメントのメチル基のシグナル（17.7～18.5ppm）
の比からヘッド・トゥー・テイル結合選択率を求めた。なお、各シグナルの帰属は、マク
ロモレキュール（Macromolecules）,19.1337-1343(1986)、エフ・シ・シェリング（F.C.S
chiling）、エィ・イ・トーネル(A.E.Tonelli)の報文に記載された値を基準とした。
通気量：JIS K-6400記載のA法により測定を実施した。
振動試験：JASO-B407記載の方法により測定を実施した。上下全振幅は5mm、荷重を５０kg
fとし、試験サンプルとしては４００×４００×１００mmのフォームを用いた。
【００７３】
フォーム脱型後の５０%圧縮抗力値は、以下に示す方法で測定を行った。
▲１▼軟質ポリウレタンフォーム硬化後、金型より取り出した軟質フォームを硬度測定器
に静置した。
▲２▼脱型から30秒後、直径20cmの円盤を用い、250mm/min.の速度で得られた軟質フォー
ムを押し込んだ。
▲３▼50%圧縮した時点での抗力値を読み取った。
【００７４】
測定装置は、島津製作所社製オートグラフAG-500Bを使用した。
【００７５】
【発明の効果】
本発明によれば、適度な反発弾性、耐久性を有し、低密度であって、優れた振動吸収性を
有することから振動伝達率が低く、さらに高い生産性で軟質ポリウレタンフォームが得ら
れる。
【００７６】
【実施例】
以下、本発明について実施例により説明するが、本発明はこれらの実施例により制限され
ない。実施例中の部及び％はそれぞれ質量部及び質量％を表す。
ポリオール、ポリマーポリオール、ポリイソシアネート等として以下に示す原料を使用し
た。
【００７７】
＜ポリオール＞（以下、「PPG」と略記することがある）
（ポリオールA）
開始剤の官能基数３、水酸基価３４ｍｇＫＯＨ／ｇ、末端オキシエチレン基含量は14.5wt
％、総不飽和度0.025meq/g、ヘッド-トゥ-テイル結合選択率96.9%のポリオキシアルキレ
ンポリオール。
（ポリオールB）
開始剤の官能基数2、水酸基価５６ｍｇＫＯＨ／ｇ、末端オキシエチレン基含量は14.5wt
％、総不飽和度0.034meq/g、ヘッド-トゥ-テイル結合選択率97.2%のポリオキシアルキレ
ンポリオール。
（ポリオールC）
開始剤の官能基数３、水酸基価２８ｍｇＫＯＨ／ｇ、末端オキシエチレン基含量は14.5wt
％、総不飽和度0.018meq/g、ヘッド-トゥ-テイル結合選択率96.3%のポリオキシアルキレ
ンポリオール。
【００７８】
＜ポリマーポリオール＞（以下、「POP」と略記することがある）　
（ポリマーポリオールＤ）
水酸基価34mgKOH/gのポリエーテルポリオールＡ中で、アクリロニトリル、及びスチレン



(14) JP 4754134 B2 2011.8.24

10

20

30

40

50

をグラフト重合させて、水酸基価28mgKOH/g、ビニルポリマー含有量20wt%のポリマーポリ
オール（ポリマーポリオールＤ）を得た。
【００７９】
＜オキシエチレン基含有化合物＞
オキシエチレン基含有化合物（Ｂ）として、以下のポリオキシアルキレンポリオールを合
成した。
（化合物Ｂ-1）
グリセリン1molに対して水酸化カリウム0.37molを加え、100℃で6時間、減圧脱水後プロ
ピレンオキサイドを反応温度115℃、反応圧力4.8kg/cm2で付加重合し、次いでプロピレン
オキサイド、エチレンオキサイドを反応温度105℃でランダムに付加重合して水酸基価52m
gKOH/g、分子量3000のポリオキシアルキレンポリオールを得た。オキシエチレン基含有率
は73モル%、一級水酸基化率45％であった。
【００８０】
＜ポリイソシアネート＞
ポリイソシアネートとしては下記のものを用いた。
コスモネートTM-20（三井武田ケミカル社製）；2,4-トルイレンジイソシアネートと2,6-
トルイレンジイソシアネートとの80:20質量比の混合物80部と、ポリメチレンポリフェニ
ルポリイソシアネート20部の混合物。
【００８１】
＜その他原料＞
さらに、前述のポリオキシアルキレンポリオール、ポリマーポリオール、ポリイソシアネ
ート、オキシエチレン基含有化合物の他に、以下に示す原料を使用した。
（触媒-1）
Minico L-1020；アミン触媒（トリエチレンジアミンの33％ジエチレングリコール溶液）
（活材ケミカル社製）
（触媒-2）
Minico TMDA；アミン触媒（活材ケミカル社製）。
（架橋剤-1）
ＫＬ-210；水酸基価830mgKOH/gの架橋剤（三井武田ケミカル社製）。
（整泡剤-１）
L-5309；シリコーン整泡剤（日本ユニカー社製）。
（整泡剤-2）
SF-2962；シリコーン整泡剤（東レダウコーニングシリコーン社製）。
（整泡剤-3）
L-3601；シリコーン整泡剤（日本ユニカー社製）。
【００８２】
＜ポリウレタンフォームの製造＞
【００８３】
【実施例１】
以下に示す成分を混合してレジン液を調製した。
PPG-1　　　　 ポリオールA/２０部
PPG-2　　　　 ポリオールB/１０部
POP-1　　　　 ポリマーポリオールD/７０部
架橋剤-1　　　1部
水　　　　　　２．５部
触媒-1　　　　0.4部
触媒-2　　　　0.1部
整泡剤　　　　整泡剤-1/1.5部
化合物Ｂ-1　　１．５部
上記レジン液にポリイソシアネートをNCOインデックス０．９０～１．１０の範囲での当
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量分を混合し、直ちに予め65℃に調整した内寸400×400×100mmの金型へ注入し、蓋を閉
めて発泡させた。100℃の熱風オーブン中で6分間加熱硬化した後、軟質フォームを金型よ
り取り出した。
【００８４】
レジン液、イソシアネートの混合は、高圧発泡機を用いて行った。原料温度をタンク温度
で25℃に設定し、吐出圧力10～15N/cm2、吐出量20kg/分で吐出を行なった。使用した高圧
発泡機は、ポリウレタンエンジニアリング社製で混合ヘッドは3B型を使用した。
得られた軟質フォームの物性を表１に示す。
【００８５】
【実施例２～４】
実施例１においてPPG-1、PPG-2、POP-1、化合物Ｂ-1、架橋剤-1、水、整泡剤-1の種類と
使用部数、を表１に従って変更した以外は、実施例1と同様の手法で軟質フォームを得た
。
得られた軟質フォームの物性を表１に示す。
【００８６】
【比較例１～２】
実施例１において、PPG-1、PPG-2、POP-1、化合物Ｂ-1，架橋剤-1、水、整泡剤-1の種類
と使用部数、を表２に従って変更した以外は、実施例1と同様の手法で軟質フォームを得
た。
得られた軟質フォームの物性を表２に示す。
【００８７】
【表１】
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【００８８】
【表２】
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【００８９】
＜実施例と比較例の比較＞
実施例１～４の軟質フォームは、全てのNCOインデックスの範囲で、良好な「脱型直後の
５０％圧縮時の抗力値」、良好な通気量、良好な反発弾性、良好な湿熱圧縮永久歪、良好
な伸び、低い共振倍率を示した。
一方、比較例1の軟質フォームは、化合物Ｂ－１を使用しておらず、脱型直後の50％抗力
値が本願発明の範囲外であった。また、比較例２の軟質フォームは、「脱型直後の５０％
圧縮時の抗力値」が本願発明の範囲であるものの、通気量が本願発明の範囲外であった。
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